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日本のエネルギーシステムが抱えるリスクの顕在化

• エネルギー⾃給率は１割（先進国最低⽔準。原発含む）
• 貿易⾚字の最⼤の要因（年間の化⽯燃料輸⼊26兆円）
• 終わりのみえない巨額の補助⾦（電気/ガス/ガソリン等）
• Ｇ7の⼀員として率先した脱炭素化の要請

• 国産エネルギーである再エネに何ができるか
• 2040年までに国産再エネと蓄電池で電⼒⾃給率7割（原発を

含めると9割弱）



電力長期計画を考える主な評価基準

• 経済性（Economic Efficiency）
• 安定供給（Energy Security）
• 環境保全（Environment）
• その他：雇⽤への影響、技術資産の継承等

有⼒な複数のシナリオを統⼀的な評価基準で評価
（バーダック、パタシュニック (2023)「政策⽴案の技法」）



エネルギーの脱炭素化における電力の重要性

• 電⼒部⾨の脱炭素化は他部⾨より早い
– G7は2035年までに電源の⼤半を脱炭素化
– Hard-to-abate部⾨はHard-to-electrify部⾨と重なる

• 交通や産業等の電化でエネルギー効率向上
–電気⾃動⾞、ヒートポンプなど
–エネルギー効率が⾼いため、⼀次エネルギー消費は激減
–電化率を現在の3割未満から6割以上へ

• 化⽯燃料輸⼊26兆円の迅速な縮⼩に資する最重要分野



国内における再エネの買取価格低減：火力と同等以下へ

住宅向け太陽光
（10kW未満）

⼤規模
太陽光

陸上⾵⼒ 洋上⾵⼒
（着床式）

スポット市場の
システムプライス
(10-90percentile)
：⽕⼒発電

太陽光や⾵⼒のLCOE
は10円/kWh未満へ



蓄電池の爆発的な市場拡大と価格低下

Source: IEA 2024

• 世界の年間導⼊量は10年間で40倍以上に増加（中・⽶・欧で９割）
• 同期間に価格は1/4未満に低下
• ⽶国では需要逼迫時に稼働するピーカープラントを系統蓄電池が置き換え



変動性再エネの特徴と対応の方向性

• 様々なタイムスケールの変動性（Variability）
• 不確実性（Uncertainty）
• 場所による制約（Location-constrained）

•統合費⽤の主要因
•これらの特徴に応じた対策をとり、統合費⽤を最⼩化する
ことが、太陽光・⾵⼒の主⼒電源化には不可⽋



統合費用を低下させるための技術・政策的対策

統合費⽤の種類 原因 例
プロファイル費⽤ 変動性 • エネルギー貯蔵(蓄電池や⽔素) 

• 広域化と平準化（連系線・送電線）
• ⽕⼒改修
• FIP
• 再エネ種のバランス
• 限界発電費⽤に近い電気料⾦体系

バランシング費⽤ 不確実性 • 調整⼒の強化（蓄電池や⽕⼒の改修等）
• ゲートクローズ時間の短縮
• MLを⽤いた再エネ出⼒予測精度向上

グリッド費⽤ 場所の制約 ゾーニングと統合した送電網計画



統合費⽤は
変動再エネの割合と
ともに増えるが、
対策次第で⼩さく抑
えることができる

バランシング
費用

容量費用 統合費用の
合計

プロファイル
費用

０

Source: Heptonstall et al. 2020

電⼒システムモデル
による詳細な評価が
必要



統合費用を含めた電力長期計画の研究：設備投資と運用の最適化

Shiraishi et al. 2023: 
2035年までに電⼒の90％クリーンエネルギー化

Shiraishi et al. 2024: 
2050年までに電⼒を100％ゼロエミッション化



研究の特徴

• 各種の統合費⽤や各種調整⼒などの技術的制約をモデ
ルに反映

• クリーンエネルギー⽬標や排出削減⽬標を達成するた
めに必要な、発電、送電、蓄電設備の投資と運⽤を費
⽤最⼩化する経路を計算

• 太陽光・⾵⼒・蓄電池の最新費⽤データと専⾨家ヒア
リングを踏まえた予測を反映
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方向性１：太陽光と風力の導入加速



価格低下による太陽光の爆発的拡大（世界＋G7）



方向性１：太陽光168GW、風力75GW、蓄電池35GW

2020年 2030年
（第6次エネ基）

2035年
（高電化ケース）

太陽光（屋根置き含む） 56 103.5-117.6 168.4 (27%)
陸上風力 4.2 17.9 23.7 (8%)
洋上風力（着床式） 0 5.7 26.4 (11%)
洋上風力（浮体式） 0 0 25.1 (10%)
蓄電池 0 - 35GW, 140GWh

表 太陽光、風力、蓄電池の容量の推移（カッコ内は発電電力量に占める割合）

• 太陽光と⾵⼒で電源構成の56％を占める
• 蓄電池がその統合を⽀える



方向性１：洋上風力（浮体式）が鍵
• ⽇本は世界最⼤の洋上⾵⼒資源国

の⼀つ
• 我々の研究（＊）では、設備利⽤

率（CF）40%以上のポテンシャル
が1200GWと確認

• 資源のほとんどが⽔深60m以上
• 浮体式の開発・利⽤が急務
• 関東と中部の⼤需要地に適地が近

接

2035年50GWへと洋上⾵⼒
導⼊⽬標の⼤幅強化が必要



方向性２：電力システム費用低下と費用構造の変化



方向性２：電力システム費用低下と費用構造の変化



方向性３：蓄電池の大量導入
• 2035年に

35GW;140GWh規模で
変動再エネ56％に対
応（⾼電化ケース）

• モデルはすべて4時間
の蓄電池を選択

• 蓄電池の多⾯的な価値
を市場で適正に評価
• アービトラージ
• 調整⼒
• 容量
• 慣性⼒



２０４０年以降：LNGのゼロエミ電源への置き換え

• 電化により電⼒需要は最⼤1.5倍に
• 国産⽔素は、LDES（⻑期蓄エネ）として、太陽光と⾵⼒が主⼒電
源化した電⼒システムの信頼性と経済性を向上

• 豊富な洋上⾵⼒資源を活⽤して（電⼒では1割しか使わない）、国
産⽔素を製造し、戦略的備蓄、⽔素由来の燃料の製造、輸出

2035年
（高電化ケース）

2050年
（排出ゼロ・ベースシナリオ）

太陽光（屋根置き含む） 168.4 (27%) 537 (46%)
陸上風力 23.7 (8%) 45 (7%)
洋上風力 51.5 (21%) 105 (21%)
蓄電池 35GW, 140GWh 135GW, 900GWh
国産水素（水素ベースの蓄エネ） なし 51GW, 29.8TWh



再エネ導入を加速するために重要な取り組み

• 経済的、制度的、社会的な障壁を⼀つずつ壊していく
• 送電網への接続加速と費⽤分配の改善
• 再エネ適地のゾーニングと統合した送電網計画

（REZ）
• 脱炭素電源の公平な競争を後押しする炭素価格の導⼊

と⽔準確保（２０３５年６千円/t-CO2）
• 炭素価格の収⼊の多くを還付（逆進性の解消）
• ⻄側同盟国内での再エネ設備供給網の構築
• ⽯炭⽕⼒等の早期廃⽌への⽀援（補助・税制）



ありがとうございました

Email: kshiraishi@lbl.gov
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